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県制度融資「賃金水準向上資金」の利用について

県では、生産性向上や規模拡大により、賃金水準向上に取り組む県内中小企業に対し

て、社債発行による長期安定的な資金調達を支援する「賃金水準向上資金」を創設しま

した。

社債発行は、自己資本比率などの一定の適債基準を満たした優良企業に限定されるた

め、企業の信用力や評価向上につながるものであり、今後ますますの事業発展が期待さ

れます。

このたび、本資金の利用（社債発行）がありましたので、当該企業を紹介します。

１ 企業の概要

企業①

発 行 企 業 株式会社 松美造園建設工業（代表取締役 中村 淳）

所 在 地 秋田市御所野地蔵田２－２－２１

業 種 総合工事業

発 行 額 ８，０００万円

発 行 期 間 ５年

企 業 紹 介 「松美の家」は時代の一歩先を見据えた、注文住宅だからこそで

きる自由設計で、施主様の暮らしを支える家をつくります。

秋田で暮らすための快適で安心安全な、施主様に寄り添ったオン

リーワンの家を提供。

家づくりのモットーは

・未来永劫に家族の歴史と共に歩むことができる

・快適かつ住宅寿命６０～１００年以上

・過酷な自然条件から人々を守り健康で文化的に生活できること

「松美の家」の取り組みは常に挑戦的です

取扱金融機関 株式会社 北都銀行



企業②

発 行 企 業 大洋ビル管理 株式会社（代表取締役社長 内村 和樹）

所 在 地 秋田市旭北錦町１－１４

業 種 建物サービス業

発 行 額 ５，０００万円

発 行 期 間 ５年

企 業 紹 介 当社の事業は、建築物の安全性の確保・資産価値の維持、快適な

環境創出を目的とした建築物総合メンテナンス業です。清掃管理業

務、設備衛生管理業務、警備保安業務、廃棄物処理業務を主業務と

しております。事業にあたり環境への負担低減、環境保全を企業の

責務として理念に掲げ、全社員が取り組んでいます。社是「顧客共

栄」の精神のもと、常に「知識と技術とマナーの向上」を実践し、

質の高いサービスの提供をめざします。

取扱金融機関 株式会社 北都銀行

企業③

発 行 企 業 丸山建設 株式会社（代表取締役 丸山 佳孝）

所 在 地 大館市御成町２－１２－３０

業 種 建設業

発 行 額 （非公表）

発 行 期 間 ５年

企 業 紹 介 ・明治４５年創業。大館市の歴史ある建設会社です。

・高い技術力と実績により、信頼を獲得する暮らしの伴走者です。

未来を見据えお客様に寄り添い、地域に豊かさを共に築き・共に

守っていきます。

・当社では、社員の成長を支える体制および若手や女性技術者が活

躍できる環境の整備に取り組んでいます。

・社内は先輩社員や同僚に相談しやすい雰囲気で、困った時には仲

間とともに問題解決ができる社風も魅力。

・社員一同挑戦を続けていきます。

取扱金融機関 株式会社 北都銀行

２ 令和５年度利用実績（令和６年２月２９日時点）

発行件数 ３６件 （前年度実績 計３３件）

発 行 額 ２３億２，０００万円（前年度実績 計２１億２，０００万円）



（参考）

「賃金水準向上資金」の概要

・対 象 者 次の①～③のすべての要件を満たす中小企業者

①県内において１年以上事業を営んでいる

②給与支給総額及び初任給年率平均２．０％増を原則として３年以上実施

するための賃金水準向上計画を策定し、取扱金融機関の確認を受ける

③次のいずれかの適債基準を満たしている

(1) 純資産額が5,000万円以上３億円未満であり、自己資本比率が20%以上

または純資産倍率が2.0倍以上、かつ使用総資本事業利益率が10%以上

またはインタレスト・カバレッジ・レーシオが2.0倍以上であること

(2) 純資産額が３億円以上５億円未満であり、自己資本比率が20%以上ま

たは純資産倍率が1.5倍以上、かつ使用総資本事業利益率が10%以上ま

たはインタレスト・カバレッジ・レーシオが1.5倍以上であること

(3) 純資産額が５億円以上であり、自己資本比率が15%以上または純資産

倍率が1.5倍以上、かつ使用総資本事業利益率が5%％以上またはイン

タレスト・カバレッジ・レーシオが1.0倍以上であること

・融 資 枠 ６０億円

・限 度 額 ５億６，０００万円（最低融資可能額３，０００万円）

・融資期間 ２年以上７年以内（期日一括償還または定時償還）

・融資利率 金融機関所定利率

・保証料率 ０％（県全額補助）

・実施期間 令和４年４月１日～


